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特定非営利活動法人 公共政策研究所 理事長 水澤 雅貴 平成19年6月14日
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（携帯電話）０９０５２２６３２５７

理事
小林董信（北海道ＮＰＯサポートセンタ理事事務局長）

栃内香次 （北海学園大学大学院経営学研究科教授）

E-ﾒｰﾙ koukyou-seisaku@mail.goo.ne.jp

ＮＰＯ法人公共政策研究所ニュース

自治基本条例検討市民懇話会の立ち上げを
検討している自治体はご連絡ください！

顧問
宮脇淳北海道大学公共政策大学院教授

山口二郎北海道大学公共政策大学院教授

専門知識・ノウハウ

①自治基本条例の提言書をまとめる市民懇話会のアドバイザー。（苫小牧市・江別市・八雲町で経験）

②市民参加条例・市民活動促進条例等の制定に向けた市民提言書作成のファシリテーター

③地域市民協議会での地域課題の発掘・解決までのアドバイザー

④市民活動講座の講師（岩見沢市、釧路市、稚内市、津別町、八雲町で実施）

⑤地方議会議員・行政職員の研修（北海道議会議員、札幌市東区役所で実施）

団体名

ホーム
ページ

http://www.community.sapporocdc.jp/comsup/
koukyou-seisaku/

（費用については個別相談いたします）
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前文

条例制定の目的

条例の基本理念

基本原則

情報共有

参加

地域自治区

協働

住民投票
・個別型・常設型

①情報共有の原則

②市民参加の原則

③地域自治の原則

④協働の原則

市民

議会

行政運営

条

例

の

位

置

づ

け
（最
高
規
範
性
）

条例の見直し

市民自治推進
委員会

①市民の役割

②市民の責務

理念・原則を受けた制度 制度の担い手の具体化 条例の維持発展の制度地域社会の新たな価値

自 治 基 本 条 例 の 姿

・まちの歴史、文化、環境

・自治の取組み

・まちづくりの理念
・市民の決意・宣言

・市民自治の実現を図ることを

目的とする

・活力に満ちた地域社会の実
現を図ることを目的とする

用語の定義
・市民（市内に住み、働き、学

ぶ者及び市内で事業を営み、
活動するものをいう）
・市（市長その他の執行機関）

・説明責任
・情報提供

・情報公開
・個人情報保護

行政

議会

議会

行政

地域
社会

・審議会等
・パブリックコメ

ント
・市民説明会
・アンケート調査

・市長の付属機関
・委員会の役割

・この条例の運用の状況及
び市民自治によるまちづくりに
関する基本的事項について調
査審議する。

・市民自治によるまちづくり
の推進に関し市長に意見を述
べる。
・委員は10人以内、

市民及び学識経験者
・任期2年
（苫小牧市）

・総合計画
・財政運営

総合計画、行政評価を踏ま

え、財政計画を策定し、健全な
財政運営を行う

・行政評価

内部・外部評価により、評価結
果は総合計画等へ反映

・政策法務

地域の課題解決をする政策実

現のため条例等の制度や法
令等の自主的解釈運用を行う

・危機管理

災害等の緊急時における危機

管理体制の整備と町民の地域
における連携協力体制の整備
・公益通報

公益通報者（行政職員・委託

者としての事業者）の保護を
定める

・見直しの期限

４年

・見直しのトリガー

社会の変化

・見直し組織

必要な措置を取る

・議会の役割

・議会の運営

・市は、市民と協働して課題解

決を図るため必要な措置を講じ

ます。市は、市民の自主的かつ

自立的な活動を尊重する
（苫小牧市）

・私たちは、まちづくりの主体と

して、自らの手で自らのまちを

創っていこうとする意思を明確

にし、考え行動することで、互
いに支えあい、いつまでも安
心して暮らすことのできる「し

あわせを感じるまち」の実現を

目指します（白老町）

・市民が身近な地域の課題を

主体的に解決し、特徴的かつ
個性的な地域づくりに取り組

むことができるように仕組みを
整備し、都市内分権を推進す
ることを明らかにする

・都市内分権を推進するため
の仕組みである地域自治区

と、そこに設置する地域協議
会、事務所を設ける （上越
市）

首長・職員

①首長の役割と責務

②職員の役割と責務



水澤理事長（左）と宮脇顧問（右） 主 な 活 動 内 容

(1)平成19年度の活動
①全道市町村別ＮＰＯ数調査
②全道市町村別ＮＰＯへの法人住民税減免調査
③道内札幌市他２自治体のＮＰＯとの協働環境調査
④ＮＰＯ法人設立記念シンポジューム「第二次分権改革
のゆくえ」開催

⑤「さっぽろテレビ塔」アンケート調査
(2) 平成20年度の活動
①北海道内１８０自治体の有機農業の推進の関する調査
②市民参加を推進するための環境整備に関する調査
（３５市対象）

議

会

審
議
会

行政への市民参加

地域社会との協働

行政への
市民参加
はルール
が不明確

議会へ
の市民
参加は
なし

地域社会
への市民
参加は

ルールが
ない

地域社会
への市民
意見の代 地域自治区の事務所

行政サービス事務分掌
地域自治区議

会

審
議
会

審
議
会

議会への市民参加

行政への市民参加

地域社会への市民参加

都市内
分権

今の地域社会 新しい地域社会

協働のまちづくりから地域再生の制度設計

水澤理事長の
略歴

昭和25年2月6日北海道八雲町で生まれる（58歳）
●学歴
①昭和４５年４月～昭和４９年３月早稲田大学社会科学部卒業
②平成１４年４月～平成１６年３月北海学園大学大学院経営学研究科修士課程修了
③平成１８年４月～平成２０年３月北海道大学公共政策大学院専門職課程（修士）修了
平成２０年４月～北海道大学公共政策大学院公共政策学研究センター研究員
●職歴
①昭和４９年４月電電公社（ＮＴＴ）入社（金融・公共系ＩＴネットワークシステム構築等）
②平成１７年１２月ＮＴＴ東日本ー北海道退職
●公職歴
①平成１５年１０月～平成１７年６月 苫小牧市自治基本条例等検討懇話会会長
③平成１８年４月～平成１９年３月 江別市自治基本条例市民懇話会ファシリテーター
③平成２０年８月～ 八雲町自治基本条例町民懇話会アドバイザー

市

長

市

民

会

ＮＰ
Ｏ

町内
会

連携

事業委託・
基金

地域社会との協働

町内会費

協働

下請組織

公益
事業

地域
親睦
組織

事業委託・
補助金

ない 意見の代
弁者の役

割を演じ
てきた

地域社会
の課題を
解決する
ために立
ち上がっ

た

協働は小さ
な行政とな
るための受
け皿探しと
市場原理
によるコス
トカット

市

長

市

民

地域自治区の事務所
本庁職員が兼務

地域協議会
地域住民から
選出の委員

公募公選制
諮問

意見

支援

地域協働推進会
（仮称）

Ｎ
Ｐ
Ｏ

事
業
者

町
内
会

自主
解決

予算化

連
携

交付金・基金

地域社会へとの協働

コミュニティービジネス

準公選
住民自

治

協働協働
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未着手市政方針条例制定検討条例施行

自治
基本
条例

恵庭市
室蘭市
岩見沢市
網走市
赤平市
紋別市
砂川市
深川市
北斗市
根室市
夕張市
歌志内市

小樽市
滝川市
三笠市
（３）

函館市
北見市
芦別市
江別市
名寄市
士別市
（６）

登別市
札幌市
帯広市
苫小牧市
稚内市
美唄市
留萌市
石狩市
（８）

市民
参加

北広島市
（苫小牧市）

（２）
（石狩市）
旭川市
富良野市
伊達市 指針制定

平成２０年６月の道内３５市の調査結果
（「市民参加の推進に関する環境調査」報告書より）

（１）自治基本条例・市民参加条例の施行・検討の状況（平成20年4月現在）

歌志内市
（１２）

参加
条例

伊達市
千歳市
（５）

指針制定

釧路市
（１）

内容 自治体数

自治基本条例施行 8
市民参加条例施行 5
市民参加と協働指針 1
自治基本条例制定作業中 6
市民参加条例制定作業中 2
自治基本条例検討表明 3
未着手 12

計 37
(注）自治基本条例施行と市民参加条例

制定作業中にそれぞれ１づつ重複カウント

ある。

自治基本条

例施行
22%

市民参加条

例施行
14%

市民参加と

協働指針
3%

自治基本条

例制定作業

中

16%
市民参加条

例制定作業

中

5%

自治基本条

例検討表明
8%

未着手

32%

道内３５市の自治基本条例及び市民参加条例

の施行・検討状況

図：自治基本条例・市民参加条例の施行・検討状況

表：自治基本条例等施行状況
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6
制度化

自治基本条例制定市 市民参加条例制定市 その他の市

（２）自治基本条例制定市と市民参加条例制定市の市民参加に差がある事項

市民参加の環境調査結果
1(1) 1(2) 1(3) 2(1) 2(2) 2(3) 3(1) 3(2) 3(3)ア 3(3)イ 3(3)ウ 3(4) 4(1) 4(2) 5 6(1)

条例
や要
綱等
の制
定

策定プ
ロセス
への参

加

制度化
プロセ
スの情
報公開

市民参
加の庁
内体制

職員の
育成

庁内で
の事例
活用

行政情
報の発

信

市民参
加手法
の整備

審議会
委員の
公募委
員選任

審議会
委員へ
の女性
登用

審議会
委員選
考機関
への市
民参加

ふりか
えり

総合計
画への
市民参

加

行政評
価への
市民参

加

6 5.0 5.5 5.3 5.3 2.3 2.7 2.3 2.4 4.2 3.8 2.0 3.7 0.8 1.8 2.7 4.5 4.2 4.3 0.7 3.5 52.3 3.3

5 5.2 6.0 5.2 5.5 3.6 2.8 3.0 3.1 5.0 5.0 2.2 3.4 0.4 5.2 3.5 4.8 3.8 4.3 1.0 4.2 60.8 3.8

20 1.8 1.05 1.65 1.5 1.1 0.9 0.75 0.9 3.25 1.8 2.25 3.15 0.35 0 1.8 4.35 2.65 3.5 1.2 1.5 27.8 1.7

31 3.0 2.7 2.9 2.9 1.7 1.5 1.4 1.6 3.7 2.7 2.2 3.3 0.5 1.2 2.3 4.5 3.1 3.8 1.1 2.3 37.8 2.4

自治基本条例制定市

参加条例制定市

その他の市

平均

項目

合計平均 平均 平均 平均 平均

大項目
市民参加の制度化

プロセス
制度が効果的に活用され
るための庁内の取り組み

制度を浸透させるための具体的方策
総合計画と行政評
価への市民参加

地域社
会への
市民参

加

ホーム
ページ
の活用

小項目

数

① 自治基本条例制定市と市民参加条例市との比較グラフ

評価項目すべてで市民参加条例市の方が自治基本条例市より優れている評価となっ
ている。これは、市民参加条例は具体的効果が高いことを現している。

（表５）

（注）自治基本条例制定市は札幌市、帯広市、苫小牧市、稚内市、美唄市、登別市、
市民参加条例制定市は石狩市、旭川市、富良野市、伊達市、千歳市を指す。

0

1

2

3

4

5

6

庁内体制

制度の浸透

総合計画等

地域社会

ホームページ
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平成２０年度秋号 平成２０年１０月３１日発行

ＮＰＯ法人公共政策研究所理事長 水澤雅貴


